研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青明舎　　　　　職　種　社会福祉士　　氏　名　清水　博己

	期　　間　　平成２０１０月１０日

	出張目的　　第３６回　日本精神病院協会　精神医学会参加の為

	出 張 先　　「盛岡市民文化ホール」　及び　「いわて県民情報交流センター」

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


全体考察：青明舎での相談支援の実績報告を見ていると「うつ」についての相談が増えている。本人が来所での相談は少ないが、相談経路として家族、職場、関係機関からの紹介が増加している。自衛隊、公務員、教職などの「うつ」の相談が多い。また、不登校、ひきこもりなどの問題についての相談も多く、対象者の家族背景には「精神疾患」が見え隠れしている事が多い。その中で相談支援を行っている事から、地域のメンタルヘルスについて関心を寄せていた。そんな中でのタイムリーな研修であった。

今後の事業展開としては、やはり「個」の対応をしつつも「地域」に対してアプローチをしなければ地域は変わっていかない。その為には、１事業所だけではなく、地域にアプローチをしていく事が必要である。青明舎として地域に問題提起をしていく事よりも、地域の課題として地域住民を巻き込んでいく事（地域協働）が大きな流れ・動きとなる。そのきっかけを作らなければならないと思う。例えば、久慈圏域での自殺対策のキャラバン隊、介護予防大学、傾聴ボランティア講座、こころのケアナース、アサーショントレーニング、ネットワークナースなど様々な取り組みを、一連の流れとして展開していかなければならない。それを担う人材育成を行い、そして地域づくりとつながっていく。また、思春期・青年期の対応には、特に医療・教育とも連携していかなければならず、そのためのスキルアップと人材育成に取り組まなければならない。

シンポジウムⅢ「メンタルヘルスと地域行政」

座長：小野寺文也（岩手県保健福祉部　障がい保健福祉課　主幹兼療育精神担当課長）

　　　接待幸子（岩手県立大学非常勤講師・岩手県精神医療審査会委員）

講師：青木慎一郎（岩手県立大学社会福祉学部　教授）

　　　田中尚（岩手県立大学社会福祉学部　准教授）

　　　大塚耕太郎（岩手・岩手医科大学医学部神経精神科学講座　講師）

「地方公務員のメンタルヘルス」

青木慎一郎（岩手県立大学社会福祉学部　教授）

　　労働者の仕事の満足感が長期的に低下している。それは、働く事の意義、形態、モチベーションが変わってきている。地方公務員の疾病別長期病休者は、Ｈ１０年以来「精神及び行動の障害」によると、新生物（癌）、身体疾患（胃）を抜いて一位となっている。その差は広がり続けている。しかし、地方公務員の職場のメンタルヘルスを考える際に求められる事は、「職員」自身や「行政職場」の福祉ということばかりではない。例えば企業など地域の職場のメンタルヘルスも検討の対象として考えていく。

　　様々な職場で、仕事量が増え、人員が削減されるという現象が起きている。こういう条件ものとではメンタル面での良い状態を保ちながら仕事をするのは難しくなる。仕事量を減らすことができない中でどのような対策がたてられるだろうか。もちろん、絶対的に多すぎる仕事量はあり、過重労働と言われる。しかし、メンタルヘルは仕事量できまるものではない。

そこで、２つの側面ストレスマネジメント（地域社会の中での職場）とストレスコーピングという２つの視点から見ていく。地域の産業特性を踏まえたうえで、次のような構造となる。

　職場

　行政の職場

　人材の活用

　所属の融和

　職場の福祉

地方公務員のうつ病調査を行った（Ｈ１０年）。結果は２０～３４歳が多かった。今でいうと３０歳から４０歳に該当になる。また自殺者数では、３０～３９歳と６０歳以上の自殺者が多い

医学的な視点ではなく、うつ症状を職場で見てみると、まずは、身体症状が見えてくる。しかも時間経過で見えてくる（臨床のように全てみえてこない）。　うつの発病に関係するメランコリー親和型性格（テレンバッハ）がある。その調査報告を紹介する。約１２０名の全症調査を実施。半数以上の８０名の主婦に、メランコリー親和型性格が見えた。

　メランコリー親和型性格

秩序を愛し、他人との円満な関係を尊ぶ性格。基本的には執着性格とほぼ同じで、几帳面、律儀、綿密、正直、小心、生真面目、正確、仕事好き、強い責任感、融通性がない、献身的、人と争えない、頼まれるとイヤと言えない、対立した時は自分から折れると言った性格。仕事を性格に果たすが、正確さにこだわりすぎて仕事の量と質の矛盾に悩むタイプ。対人関係では、人との一体感を大切にするので、親近者との離別には精神的に耐えられない。
青木氏の調査では、葉タバコ耕作者に対し、うつ調査を行った事がある。農業（田）と違って細かい作業を伴うたばこ耕作者にうつは多かった。しかし、現在は、一次産業、二次産業が少なくなり主流が三次産業の人口が増え、となっている。バーンアウトは医療従事者、教職者に多いが、医学的にはない言葉である。しかしバーンアウトの奥に「うつ」が見える。最近はＩＴ関係従事者に多い。

テレンバッハと今では背景が違う。職場におけるストレスコントロール、ストレスマネジメントが大切である。所属の役割、部下の育成が必要で、ストレスコーピングをする事が必要。自分の癖をみつけ、それに対応する術を身につける事も必要。職場の環境として、休みがとれる環境が良い。個人の対応としては、趣味、考え方の癖、性格を理解する。勤労者のライフステージで見ていくと、入社直後、部下をもつ、中間管理職、退職の接近、退職、または、部下からのいじめ・無視もストレスになる。

○キャリアカウンセリング

　シャイン～産業心理学の発想で、個人が仕事に求めるものが、技術的能力や管理能力、安定や創造性など人それぞれ違うから、それに適合する職場であることが大事である。

新人として配属され、入社直後に直属の上司との関係がキャリアアップに必要（３年ぐらいの先輩でも可能である。

○キャリアカウンセリングの視点

　　技術の向上、管理能力、生活の安定、創造的な仕事

仕事の経験を通し、同僚からのフィードバックで次第に安定する（特に危機的直面をのりこえるともっと安定する）

考察：職場のメンタルヘルスを考える際には、職場の人間関係、社会的背景を見なければならない。そのうえで、ストレスマネジメント、キャリアカウンセリングを行っていくことが必要である。ストレスマネジメントについては、コミュニティ心理学の領域でとりあげられているコミュニティ感覚を指標として考える。また、キャリアカウンセリングでは、「自己愛型」と呼ばれるような現代的うつ病の背景とされる、能力主義から成果主義へという現代社会における働き方の変化が見えている。

「障害のある人の地域生活移行支援と行政の役割」

田中尚（岩手県立大学社会福祉学部　准教授）

　岩手県における障害者相談・生活支援体制づくりの取り組み

　（１）障害者ケアマネジメント体制整備の推進（Ｈ１０年～）：人材養成・啓発

　　　　障害者ケアマネジメント従事者養成（初任者）　７３９名（Ｈ１７）

　（２）岩手県障害者相談・生活支援連絡調整会議（Ｈ１３～１７年）：体制づくり、人材養成

　　　　９ヶ所の保健福祉圏域毎に、３障害の地域生活支援事業の共同化

· 身体障害者　→市町村障害者地域生活支援事業（市町村）

· 障害児、知的障害者　→障害児（者）地域療育等支援事業（都道府県）

· 精神障害者　→精神障害者地域生活支援事業（都道府県）

　　　　　　　　　　　　　（精神障害者地域生活支援センター）

　　　　課題検討　①権利擁護・苦情解決、②施設支援計画・地域移行、③広域のおけるサービス調整

　（３）岩手県自立支援協議会と地域自立支援協議会（１３地域）（Ｈ１８～）

　　　～市町村による生活支援事業として明確に位置づけられる

　　　　市町村が主体となり、都道府県が後方支援

· 地域生活移行の推進　退院促進事業の展開

○地域生活移行推進員、地域生活移行部会

○相談支援のための岩手県標準例「私の希望する暮らし」

· 就労支援　工賃倍増計画

· 療育の課題への対応

· 地域自立支援協議会の組織化と運営体制の強化

　　　→岩手県障害者プラン（障害者計画・障害福祉計画）　Ｈ１９年３月

　岩手県障害者プラン

（１）相談支援体制

1 ケアマネジメント体制の拡充

2 市町村の相談支援体制整備

3 専門性の高い相談支援体制整備

4 地域自立支援協議会の設置

5 県自立支援協議会の設置

6 保健医療福祉の連携

（２）障害福祉サービスの充実

（３）地域生活を支える人材の育成と確立

自立支援協議会の不安要素　→　法的に会自体に決定権がない

行政の役割

1 障害者の地域生活支援についてのグランドデザインを描く（＊評価・検証を含め）

→障害者計画（障害者基本法）、障害福祉計画（障害者自立支援法）

2 当事者参加による計画づくり

3 地域自立支援協議会の運営

4 相談支援事業者への支援と連携

5 利用者への広報、情報提供

6 相談支援専門員の支援（研修）

7 広域的な支援における都道府県の調整役割

　相談支援事業における課題

1 多忙な業務の中で十分な時間を持てずにケアマネジメントの業務を行っている現状

2 ケア会議、モニタリングに十分な時間を持てないでいる

一方、アセスメント、サービス利用者との連絡等は比較的十分な時間を持てている

3 利用者理解

4 人権擁護（利用者の権利、尊厳を護る）

5 利用者主体の生活支援　（パターナリズム）

6 公平性・中立性（利害関係からの中立）

7 秘密保持（個人情報の保護）

考察：岩手県の行政の取り組みが理解できた。岩手県は圏域毎にネットワークが確立されており、後から自立支援協議会が位置づけられた。制度を先取りするものである。ネットワークがあるだけではなく、そこから制度をより良いものにしていく声を「発信」をしていく機能としても存在していた。

「岩手県久慈地域における自殺対策」

大塚耕太郎（岩手・岩手医科大学医学部神経精神科学講座　講師）

　行政というユニットで自殺対策に取り組んだ。　自殺企図者、遺言での調査から、健康・家庭・生活問題が自殺の原因となっている。自殺企図者の５３％が誰にも相談できないでいた。一人一人の声を聞く事が必要だが、一人でできない事もある。いかに悩む人と向き合えるかが課題である。

　そこで自殺企図者のケアを、Dr、CP、PSWの三者でケースワーキングを行った。身体のケア、心のケア、ソーシャルサポート、自死遺族の支援を実施した。　自殺については社会全体で取り組む事が必要であり、自殺対策には精神医療に期待していく。

　プリベンション、インターベンション、ポストベンションと段階的に関わっていく。

　その段階毎の対策を久慈圏域で行った。久慈圏域は、医師、病院が少ない圏域である。

そのためには、地域住民一人一人の力が必要。

→住民参加型の自殺対策に取り組んだ。

　→住民型のボランティアを育成する。そのためにミーティングを実施した。

組織作り

· キャラバン隊を組織し、住民が街中を行進した。

· 介護予防大学

· 傾聴ボランティア講座

· こころのケアナース

· アサーショントレーニング

· ネットワークナース

地域づくりは人づくりでもある。自殺対策を担うのがフロントライン（現場）の人間である。

考察：過疎化や医療資源の乏しい、という状況はよく聞く。それでは何も始まらない。資源も人もない状況であれば、できる住民を養成していく、という視点が大事だと思う。自殺対策には、後手に回っている状況である。他職種とも協働しながら自殺対策に取り組む必要はあるが、そのためのスキルを身につけなければならない事も感じた。

公開討論会「学校における精神保健」

座長：鈴木廣子（すずきひろこ心理療法研究室　所長）

　　　川村秀彦（紫波町教育委員会　教育長）

講師：斉藤環（爽風会　佐々木病院）

　　　溝口隆司（臨床心理士）

　　　田中將之（埼玉県立鳩ヶ谷高等学校　教諭）

指定発言者：笹原裕子（元岩手大学教育学部附属幼稚園　副園長）

中学生が生きている世界

溝口隆司（臨床心理士）（青森でスクールカウンセラーをしている）

中学生は、他人からどう見られているのか、人によって影響される。眼差しは？言葉はどのようなものを使うのか？という視点で考えてみる。小学生、中学生では同じ言葉を使うが、中身が違う。例えば、「うざい」は、この他に自分を表現する言葉がない。そこに、親・教師である大人が先回りしてしまう。

例えば、兄が弟を叩く、父は「なんで叩くんだ」兄は黙っている、父は「何で黙っている」と先回りしてしまう。大人は、子に対し、かける言葉に注意していく。どういう言葉で育ったのか、誰に育てられたのか（おばあちゃん子など）を知る必要がある。そして、言葉かけは、否定をしない。「がんばれ」という言葉は、今がダメでもIF（もしも）将来は良くなる、という意味が込められている。私たちは、不良児というラベルを貼っているのではないか。不良児という言葉だけで解決してしまって、不良児を作っているのかもしれない。

病的症状を有する生徒・保護者に対する援助と連携

田中將之（埼玉県立鳩ヶ谷高等学校　教諭）

教育相談の延長上に「病気、障害をもった子」の対応がある。

事例１）Ａ君　A君がいじめにあっている、との連絡が入ってきた。学校としても周辺からの聞き込み調査したが、いじめらしいものが見えてこない。Ａ君と面談をしたところ、黒板にＡ君を中傷している言葉が書いてある、との事で初めて病気がある事が分かった。

事例２）B君　　Ｂ君は、テンションが上がっているときはよくしゃべる。気分が落ち込んでいる時は、登校できない、または入水自殺がある（高校時代３回）。学校側としては、早期に精神科病院の受診を進めているが、父は「あと１回自殺したら病院に連れて行く」と言っていた。

　　家族から見た精神科病院は敷居が高い。そこで、生徒全員にアンケート（１１００名）を実施した。

自殺を考えた事がある４２％、ない５０％

A君の症例をもとにしたアンケートでは、「自分がこのような症状になったら病院を受診しますか？」というアンケートでは、病院に受診する、多分受診するが、５０％、

そこで、病院の受診抵抗を調査するため、精神科の他の科（内科、外科など６科）も併せて調べた

眼科は抵抗感なし、内科、外科などは抵抗がないが、心療内科、精神科の順に抵抗がある結果がでた。

A君と同じ症状の時、誰に相談するか？という質問には、男子生徒は、友人　５７％、両親３０％

に対し、女子は、両親、兄弟など親族に相談する事が多い。友人によるサポート支援、資源（友人）を活用する事が課題となる。

考察：やはり精神科病院の敷居は学生にも高く、教師も医療とどう連携をとろうか、という思いが聞けた。身内に精神疾患を持つものがいなければ、精神科に触れる機会はない。そのためにも、今行っている高校生の体験実習、地域への施設の開放、ボランティア講座などの機会を利用し、今後も事業展開をしていく必要と、地域への伝え方を工夫していきたい。

「不登校」と「いじめ」の新たな様相

斉藤環（爽風会　佐々木病院）

　

　反社会　→犯罪（人に迷惑をかける）

非社会　→ひきこもり、不登校、ニート（他人に迷惑をかけない）

　ニート・引きこもりは増加している。　反社会より非社会が増加中。

　

変容する思春期・青年期

　「アイデンティティの拡散（Ｅ・Ｈ・エリクソン）」

　モラトリアムの長期化（近代化によるもので、モラトリアム期間延長）

　社会が成熟化する事での弊害は、個人の未成熟さが見えてくるのは、仕方のないことである。みんなが生きやすい社会になれば当然である。

　

若者による非社会の人数

　不登校　　１２万人

　おたく　２８０万人

　フリーター　４００万人

　パラサイトシングル　１２００万人　　　　呼称の増加

　ニート　６４万人　　　　　　　　　　　　この人数も増加

　引きこもり　４１万世帯

　いじめ

　　　文科省のいじめの定義、「主観的にいじめられた」ともある。文科省は、2007年1月19日、児童・生徒の問題に関する調査で用いるいじめの定義を見直すことを決めた。従来のいじめの定義では「自分より弱い者に対して一方的に、身体的・心理的攻撃を継続的に加え、相手が深刻な苦痛を感じているもの」としていたが、見直し案では「子どもが一定の人間関係のある者から、心理的・物理的攻撃を受けたことにより、精神的な苦痛を感じているもの」「いじめか否かの判断は、いじめられた子どもの立場に立って行うよう徹底させる」とした。

　高校生のいじめ、

　　○コミュニケーション格差　→コミカルは上位になる

　　○スクールカーストの問題　→裏身分制度

　　○いじめの４層構造　→被害者、加害者、観客、傍観者

　　○中間集団全体主義　教室、隣組

　　○ノリ　キャラ、カーストの悪循環

　　○ネットいじめ　学校の裏サイト、プロフ

　　　→ネットがあるからいじめではなく、いじめの延長に裏サイトが存在する。

いじめの問題の対応策

　　○被害者のＰＴＳＤ化

　　○加害者の立場で「配慮ある処遇」「背景を見る」

　　○毅然とした介入対応

　○悪質ないじめには司法介入

　　○いじめ撲滅は無理「いじめられた」根絶は無理

　　○中間集団　問題の解決は無理　席替えは対応策ではなく、クラス替えがいいのでは

　　○スクールカースト化の予防「ランダムな席替え」

不登校

　○３０日以上の欠席者１２４，０００人（昨年度４，０００人増加）

　○対人関係の問題

　○中１ギャップ

　　○高校・大学の不登校

　　○不登校の治療

　　○診断・分類別も関わりつつ考える姿勢

○子よりも大人が元気になる

○非社会性の長期化

○１５～２０歳不登校の長期化　

　討論会

幼児期から、障害（発達など）の兆候が見える。しかし、現在は過重診断のようだ。６％が発達障害かは疑問がある。学校の先生が勝手に診断している事もある。

　学校の精神保健は、予防的な対応で良いのか？　→予防できない、メンタルヘルスは難しい。しかし、「大人の姿勢」または「良い手本（モデル）」で示す必要がある。制度、指標では示す事ができないので、子供によい環境を提供する事が必要ではないか。

　考察：学校における精神保健というテーマは聞きなれない。教育分野では稀有な事例として取り上げられているかもしれないが、医療・福祉という視点で捉えたものは初めて聞いた。しかし、教職者自らも予防しなければならない事や、幼児期から青年期にかけての対応も考えなければならず、学校という空間には、まだまだ我々が入る隙間はあると思う。現在は、スクールカウンセラーの配置や、県内で３人のスクールソーシャルワーカーが配置されていると言う。教育分野での我々ができる仕事は何かを提示していかなければならない。
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